
終了時評価調査結果要約表

1．案件の概要

国名：ベトナム案件名：森林火災跡地復旧計画
分野：環境（自然環境）援助形態：技術協力プロジェクト
所管部署：ベトナム事務所協力金額（評価時点）：2.70億円
協力期間（R/D）：2004年2月16日～2007年2月16日
先方関係機関：農業農村開発省、森林科学研究所南部支所、カマウ省農業農村開発局、カマウ省
人民委員会、林業水産公社
日本側協力機関：林野庁
他の関連協力：

1－1 協力の背景と概要

ベトナム国（以下「ベ」国）の南部カマウ省ウ・ミンハ地区を中心に2002年3月に大規模な森林火災
が発生し、4,000ha以上の森林焼失、泥炭土壌、農地などへの被害が生じた。「ベ」国政府は事態を
重視し、特別な財政措置を図って2002年7月より同地区の森林火災跡地復旧事業に着手した。同復旧
事業の内容は、焼失した4,000ha以上の植林の他、焼失地周辺を含む33,800haの森林の質的改善
と、住民の生計向上対策からなっており、2010年までの実現が目標とされている。しかしながら、
量的な森林の復旧に加え、火災抑制効果の高い再造林方法の確立や火災対策を複雑にしている地域の
貧困状態が、普及事業の円滑な推進を妨げている。

そこで、カマウ省と森林科学研究所南部支所（FSSIV）は、ウ・ミンハ地区における植林事業にあた
り、JICAにより実施された技術協力プロジェクト「メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画
（1997年3月～2000年3月）」において開発された酸性硫酸塩土壌に適した造林技術の一部を採用
し、森林火災跡地の再造林を実施した。その結果、面積的には4,000haの植林がなされたものの、開
発された技術の適用範囲は500haに留まった。これは、通常の酸性硫酸塩土壌とは異なる火災跡地の
土壌条件（泥炭土壌が焼失した後の粘土質土壌）への技術応用ノウハウの不足、植林の事業主体であ
る林業水産公社や農民の植林知識・技能・経験の不足、再造林の地拵えに必要な機材不足が原因であ
るとされている。このような背景の下、「ベ」国政府は、ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧事業の
技術支援を目的に我が国に技術協力を要請した（2003年8月）。

この要請を受け、JICAは2004年2月から3年間の予定で、技術協力プロジェクト「森林火災跡地復旧
計画」を実施している。本プロジェクトは、カマウ省ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧事業に必要
な再造林技術が確立され同技術の普及が促進されることを目標に、1）対象地の再造林事業における
技術的適正度の向上、2）復旧事業関係者のメラルーカ材（※）の市場調査と利用加工に関する知
識・技能の向上、3）同地区の火災予防体制強化に対する技術支援を行なっている。なお、本プロ
ジェクトは、農業農村開発省（MARD）、森林科学研究所南部支所（FSSIV）、林業水産公社
（FFE）、カマウ省人民委員会及びカマウ省農業農村開発部（DARD）をC/P機関として、日本人専門
家が派遣されている。
※従来は、木炭や工事現場の足場材、水上家屋の支柱としての利用が主であったが、本プロジェクトで教授した高品質な木炭
作成方法により、副産物として木酢液の生産も可能となった。木酢液は強い殺菌作用を持ち、農薬、塗布剤、入浴剤等の用途
がある。その他、チップボードやブロックボード等の原材料の加工生産可能性が考えられる。

1－2 協力内容

（1）上位目標

当該プロジェクトによって開発された森林造成、森林の利用・管理、木材の利用技術がメコンデルタ
地帯の農民、林業公社によって活用される。

（2）プロジェクト目標

カマウ省ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧計画に必要な再造林技術が確立され、同技術の普及が促
進される



（3）成果

成果1：対象地の再造林事業における技術的適正度が向上する。

成果2：復旧事業関係者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する知識・技能が向上する。

成果3：同地区の火災予防体制が強化される。

（4）投入（評価時点）

日本側：

日本人専門家計 9名
機材供与 約7千4百万円
カウンターパート研修 10名
運営管理費 合計約5千7百万円

ベトナム側：

カウンターパート及びスタッフの配置 合計12名
デモンストレーション・ファームの土地、プロジェクト事務所の建物
運営管理費 約29億ベトナムドン

2．評価調査団の概要

調査者（担当分野：氏名 職位）

1. 団長／総括：東城 康裕 JICAベトナム事務所次長
2. 造林技術：水野 明 農林水産省林野庁森林整備部計画課海外林業協力室 指導係長
3. 評価分析：辻 新一郎 日本工営株式会社環境技術部
4. 評価計画：西宮 康二 JICAベトナム事務所

調査期間：2006年10月1日～17日

評価種類：終了時評価

3．評価結果の概要

3－1 実績の確認

（1）成果

成果1：対象地の再造林事業における技術的適正度が向上する。

プロジェクトで策定された技術者及び農民向けの2つの技術ガイドラインに基づき、デモンストレー
ションファームにおいて植林したところ、苗の活着率は90％（終了時評価調査実施時点）を超えてお
り、この成果の達成度を計る指標1の目標値（活着率85％）を達成している。

また、技術研修は2年次林業水産公社（FFE）U Minh1技術者、3年次FFE技術者に対し延べ22課題実
施され、指標2（造林適応技術訓練18回）を達成している。指標3については、上記訓練を受けた研
修員に対して行われた研修の質や受講後の効果に関する質問票調査結果では、ほぼ全質問項目につい
て90％以上が「非常に高い」「高い」と答えているという事実から、これも達成されたといえる。以
上から、すべての指標が満たされていると判断できることから、成果1は達成されたといえる。

成果2：復旧事業関係者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する知識・技能が向上する。

プロジェクト期間中に市場調査や製材等加工工場の調査などを含む研修が9回行われ、指標（研修3回
開催）を達成している。実際、この研修に参加した多くのC/Pはメラルーカ材の利用可能性として、
チップボードやブロックボードの重要性を認識するに至ったと感じているという質問票調査結果が出
ている。以上から、成果2は達成されたといえる。



成果3a：同地区の火災予防体制が強化される。

森林火災防止のための広報活動を強化する活動を重点的に展開した。この活動には、森林火災防止の
基本、森林火災防止標語作りコンテスト、火たたき棒作製演習、消火演習、小学生対象の森林火災防
止ポスターコンテストが含まれる。3-4年次には、カマウ当局が独自の予算をつけ、県連合ユース対
象にコミューン代表による消火演習競技を行うなど、独自の活動を展開し始めており、森林保護当局
自身が実行出来る段階に達したことから、指標は達成されたと窺われる。以上から、成果3aは達成さ
れたといえる。

成果3b：地域農民の生計向上のための研修を実施する

メラルーカ植林用の土盛り（エンバンクメント）と、L字型水路及び堤が基盤整備として導入された。
この水路と土盛りを活用したアグロフォレストリー活動活性化に向け、研修を延べ28回展開した。こ
の研修科目は参加型W/Sを通じ、農民自身の土地活用計画を作成し、計画を現実化していくために必
要な技術を養った。研修は、カマウの農業関連普及センター等との協力体制を構築して進められ、農
民はこの研修を高く評価している。また、農民のグループ形成を図り、先駆農家によるトライアル、
支援組織による支援の仕組みを組み込んだ事実から、この成果3bは達成された。

（2）プロジェクト目標：カマウ省ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧計画に必要な再造林技術が確
立され、同技術の普及が促進される。

FSSIV、DARDともに完成した技術ガイドラインを活用してメラルーカ植林活動を強化展開したいとし
ている。メラルーカ材の価格低下という現実の中、技術の普及には、木材加工面での目に見える進展
（DARDが木材加工利用にかかる活動を、FFEを通じて進める等）がある状況を作り出す必要がある。
そのために、様々な合同活動（実地調査、調査地区の設置・調査、国際会議開催、啓蒙普及活動、隔
週セミナーなど）を実施した。C/Pに対して行われた質問票調査では、未回答者を除くと100％の対
象者が新技術の導入・普及に肯定的であることから、プロジェクト目標はほぼ達成されたと判断され
る。

（3）上位目標：当該プロジェクトによって開発された森林造成、森林の利用・管理、木材の利用技
術がメコンデルタ地帯の農民、林業公社によって活用される。

今回紹介した技術は、良質の苗木をエンバンクした場所に植え付けるものであるが、この結果、形質
の良い材の生産、大径材の生産を可能にするものであり、環境保全と住民の所得向上への期待の両面
に答えうる技術であり、普及が期待される技術といえる。メラルーカ植林推進、アグロフォレスト
リー活動の支援が組み込まれたデモンストレーション・ファームは、開発の必要性、住民の生活向
上、環境の維持の側面を持ち、受益者のニーズに合致しており、上記の木材加工面での課題がクリア
されれば、将来的に広域に普及してゆく潜在性がある。上位目標の完全達成には各地方自治体の造林
事業支援体制構築に向けた組織強化が不可欠であり、そのための予算確保やメラルーカ材価格下落リ
スクの低減なども必要となるため、現段階で断言はできないが、目標達成を計る指標（植林面積
2,000ha）はカマウ省に限ってみても4年以内に達成される計画があり、将来的に上位目標が達成さ
れる可能性は十分あるといえる。

3－2 評価結果の要約

（1）妥当性

以下に示す理由により「概ね高い～非常に高い」と判断された。

ベトナム政府は森林保護法を改訂し、森林開発5ヵ年計画（2006-2010）及び現在策定中の森
林開発戦略（2006-2010）において、持続的な開発に向けた森林質の改善を目指しており、ま
た、大規模な森林火災により失われた森林の回復は、国家的な緊急課題であると同時に同火災の
被害を受けたカマウ省にとっても重要な政策課題であるところ、本プロジェクトはこれらの国家
課題及び地方省の政策に整合している。さらに、わが国の国別援助計画重点分野の「環境」のう
ち「森林保全」・「生物多様性保存」に整合しており、JICA国別事業実施計画にある重点分野
「生活・社会面での改善」の中のサブセクター「環境」に関し、森林の保全・回復を国家計画に



基づき支援するという方針とも一致している。
当該地域における大規模な森林火災跡地の復旧は、2010年に43％の森林率達成を目標にしてい
るベトナム政府にとって緊急かつ必要とされる事業であり、林地内に居住する零細農民の貧困削
減に貢献することからも現地のニーズとの整合性は高い。
木材加工などを通じたメラルーカ材の価値向上にニーズが高かったにもかかわらず、政府の基本
計画やフィージビリティ調査などが無く、顕著な事業投資をおこなう環境に無かった。そうした
中で、財政難に陥っている林業水産公社の構造改革や、既に取り組まれている複数公社の共同出
資による木材加工事業などへの支援をおこなう計画になっていれば、より現地のニーズに即した
事業になったと思われる。

（2）有効性

以下に示す理由により「非常に高い」と判断された。

メラルーカ植栽や農民の生計向上に関して、ロンアン省でのプロジェクトの成果を活用しつつ、
新たなモデルを開発し、各種ガイドラインやマニュアルを作成した上、研修を行い、人材育成を
おこなった結果、大部分のFSSIV、DARDカマウ及びFFEのスタッフがプロジェクトで開発した
技術に同意し、普及技術を実施したいと願うようになり、プロジェクト目標をほぼ達成した。
プロジェクト目標の達成状況に照らし、各成果は有効に活用されており、各活動は全般的に効果
を発揮している。また、農民間の技術共有化（farmer-to-farmer extension）や指導者研修
（training of trainers）などを重視した結果、上位目標達成に向けデモンストレーション・
ファーム以外の地域で事業成果が活用されつつあり、事業の有効性は高いといえる。
事業開始当初に、参加型農村調査（PRA）や住民組織化などを通じて、農民間の問題意識共有や
結束力の強化などのソーシャルプリパレーションにさらに時間を掛けると、事業の有効性と自立
発展性がさらに向上したと思われる。

（3）効率性

以下に示す理由により「非常に高い」と判断された。

事業開始当初に、問題のあった日本人専門家の投入量は見直しがなされ、カウンターパートも適
正かつ効率的に投入された。
供与資機材の調達タイミングが遅れたもののプロジェクトの工夫により活動計画の調整や投入準
備を十分に行うことによって、同資機材は有効に活用され、成果に結びついている。
日本側及びベトナム側の運営管理費は、量や拠出時期が適切であった。
法人契約方式によるプロジェクトの運営管理は、効率性が高くオーナーシップの早期発現及び醸
成に寄与したものの、プロジェクト開始当初は、ベトナム側実施機関の運営管理体制・能力が
整っていなかったこともあり、同実施機関の負担となり、結果として住民や関係機関との事前調
整が必要な短期専門家の受け入れ準備などが整わないこともあったため、専門家不在時には相互
に頻繁にコミュニケーションをとることによって問題回避を図り、運営管理を行った。

（4）インパクト

以下に示す理由により「非常に高い」と判断された。

プロジェクトが対象にしたデモンストレーション・ファーム以外の地域で、プロジェクトが紹介
した技術やモデルの適用が始まっており、普及性が高いと思われる。また、メラルーカ植栽の国
家レベルのガイドラインにプロジェクトの成果が活用されつつあり、広域への波及が期待される
ところ、何らかの形態でプロジェクト成果を組み込んだ林地造成が拡大することが期待される。
また、上記3－1（3）でも述べたように、上位目標達成を計る指標（植林面積2,000ha）はカ
マウ省に限ってみても4年以内に達成される計画があり、上位目標発現の見込みは高い。
新しい植栽技術は、酸性硫酸塩土壌におけるエンバンクメントやL字型水路の造成を含み、環境
への悪影響のリスクは完全には排除しきれない。事実、デモンストレーション・ファーム造成開
始当初は、酸性土壌の露出が見られた。環境への負のインパクトを排除することが重要である。
デモンストレーション・ファームの40世帯は、現在までプロジェクト活動を継続しており、世
帯レベルでの財務的便益性があると思われ、モデル普及の基本条件は満たしている。



（5）自立発展性

以下に示す理由により「概ね高い」と判断された。

森林火災跡地普及事業は、カマウ省として重要な政策課題であり、本プロジェクトを含む関連事
業に前向きな取り組みが見られる。
今後のベトナム側の予算措置に不透明さは残るものの、カマウ省農業農村開発部や省政府（省人
民委員会）の上位目標達成に向けた事業へのコミットメントと自主性、責任意識が高い。
プロジェクトで開発した造林技術は、生計向上活動を含む総合モデルのため、単に技術的な観点
からだけではなく財務的便益など多面的な観点から判断しても、住民にとって有効であると思わ
れ、持続可能性は高い。
地方行政としては、造林事業支援体制の強化の一貫として、同一分野に感心を持つ農民間で構成
されたグループから選出されたリーダーや農業普及センター、林業水産公社等で構成され、プロ
ジェクト終了後にもデモンストレーションファームでの活動を維持発展させることを目的とする
「農林業活動支援委員会」等各種委員会の設立や、将来実施される研修や情報提供の媒体として
の機能を担う「農業普及クラブ」の設立など、事業終了後の組織制度体制の整備に、住民の参加
を仰ぎつつ村レベルで着手しつつある。
世帯レベルでの財務的便益性のみならず、事業の経済的便益性があることが、公共事業としての
持続性には欠かせないので、今後メラルーカ植栽の広域でのフィージビリティ調査などをおこな
う必要がある。

3－3 効果発現に貢献した要因

デモンストレーション・ファーム内にある40戸の農家は入植者であり、自助努力による土地開
発意識を強く有していたため、プロジェクト目標と農民の開発思考の一致を見た。
ロンアン省での先行プロジェクトの技術や教訓を応用できた。
カマウ省には主要なドナー事業が少なく、本プロジェクトへの関係各部局の関心や積極性、自主
性が高かった。

3－4 問題点及び問題を惹起した要因

資機材供与のタイミングが遅れ、単年度予算制の枠内でデモンストレーション・ファーム開発
（エンバンクメントや水路の造成）を拙速に行なわざるを得ない状況が発生し、結果として酸性
硫酸塩土壌の流出を見た。
様々な要因により、十分な事前評価を行うことが出来ず、事業開始当初プロジェクト内に混乱が
見られ、日本人専門家の当初投入計画を変更せざるを得なかった。

3－5 結論

5項目評価から、本プロジェクトは概ね順調に進捗しており、終了時の2007年2月までには当初の目
的を概ね達成し、終了することができると考えられる。カウンターパート機関であるDARD職員は、
プロジェクトを通して酸性硫酸塩土壌地域における造林技術能力が向上し、モニタリングや住民支援
等の実効的な能力を身につけたと結論される。本プロジェクトを推進した要因は、日本人専門家の努
力に加え、最終裨益者を含むベトナム側の積極性やオーナーシップ意識の強さと言える。今後、上位
目標の達成には、デモンストレーション・ファームで実証された生計向上の導入と植林活動の相互補
間作用によるメラルーカ材の価格下落リスクの低減、プロジェクトを通して構築された行政機関の支
援体制の継続が不可欠であり、それに向けた予算措置を含むベトナム側の更なる努力が期待される。

3－6 提言

（1）環境影響の対応

酸性硫酸塩土壌地域における植林事業のためのエンバンクメント及び水路等の建設は、地層条件を考
慮せずに掘削を行うと、水質の酸性化を招くリスクを背負っているところ、本プロジェクトの普及に
あたっては、環境への負のインパクトのないように設計されたプロジェクトのガイドライン適応が厳
に求められる。また、プロジェクトの規模及び開発地域によっては、2006年7月1日に施行された改



訂環境保護法及びその実施細則（政令第80号）に基づき、環境影響評価を実施する必要がある。

（2）経済的フィージビリティ

メコンデルタ地域における建設資材としてのメラルーカ材の価格下落傾向は、当該地域の市場の動向
を反映したものであり、急激には改善しないものと思料する。この問題に対応するには、メラルーカ
材の建設資材以外の有効利用を促進する必要があり、木質製品への加工が強く期待されているが、実
現には経済的フィージビリティが先ず検討されなければならない。この問題はカマウ省にとどまら
ず、メラルーカ植林を実施しているメコンデルタ地域の課題でもあり、国家としての開発シナリオに
基づく経済的フィージビリティを検討すべきであり、その際には農民への影響も考慮することが重要
である。

（3）地方行政機関の造林事業支援のための農民の活動強化及び支援体制の充実

農業普及センターを中心とする「農業普及クラブ」および人民委員会に承認された「農林業活動支援
委員会」は設立後まもなく、予算措置もなされていない。その機能及び役割は、本プロジェクトの上
位目標達成のためには不可欠な要素であるところ、カマウ省人民委員会を始めとするベトナム側関係
機関が責任を持って同体制を実施して行くことが重要である。

（4）プロジェクト終了後の活動

上位目標の達成のためには、プロジェクトで開発したモデルの周辺地域への普及が不可欠であるが、
かかる観点においてベトナム側関係機関は、プロジェクト終了後の自立的かつ持続的な発展に全面的
な責任を負っている。対象地域住民の多くは農林業従事者であるため、生計改善にはこれまでの生業
を基本柱とすることが求められるが、メラルーカ材の価格下落のリスクを低減するよう、生計向上の
導入と植林活動の相互補間作用により、これを回避することが重要である。また、メラルーカ材の市
場価値の増加及び当該地域のコミュニティ開発のためには、自国の資金ソースだけではなく、外部の
資金ソースの活用の可能性も検討し、積極的に対応して行くことが求められる。

3－7 教訓

（1）的確な事前評価の実施

本プロジェクトの事前評価は、やや拙速的になされたこともあり、プロジェクトの設計段階における
リスクの低減及び不確定要素の排除が十分になされていなかったと考えられ、プロジェクト立上げ時
の混乱を招く結果となった。プロジェクト形成段階から、相手国の理解促進と合意形成作業に時間を
割き、限られた期間においてもプロジェクト開始準備態勢を整えることが不可欠であり、詳細なプロ
ジェクト内容の検討が重要である。

（2）法人契約による技術協力プロジェクトの実施

JICAが法人契約による技術協力プロジェクト（※）の実施形態を導入し、本プロジェクトがベトナム
では始めての適用案件となったこと、かつ、事前評価によるプロジェクト設計がやや拙速に行われた
こともあり、プロジェクトの立上げ段階では、業務実施契約内容を変更せざるを得なかった。また、
直営型のプロジェクト運営管理形態と比較して、所定の時間内での所与の業務の的確な実施が契約で
規定されているため、柔軟性を持った対応の見極めが困難であった。かかる背景から、法人契約によ
るプロジェクトの運営管理を適切に実施するためには、事前にプロジェクトのスコープや業務量を的
確に捉え、関係者間のコミュニケーションを図り、解決・対応ノウハウの蓄積と共有が必要である。
※JICAが実施する技術協力プロジェクトは、その実施主体から「直営」と「法人契約」の2種類に分けられる。前者は省庁等
から選ばれた専門家がJICA主導のもと取組むのに対し、後者はJICAの監督のもとコンサルタントを主体として行う形態を指
す。

また、短期派遣を効果的に組み合わせたプロジェクトの実施は、受け入れ態勢を準備する相手国に
とっても負担を強いる。これに加え、専門家の日本国内滞在期間中における相手国とのコミュニケー
ションの継続を如何に図るかといった問題もあり、JICA現地事務所の役割とプロジェクト運営管理の
あり方の検討が必要である。



（3）プロジェクト裨益者（農民）の開発意識

本プロジェクトのデモンストレーション・ファーム内にある40戸の農家は、入植地の7割を森林に割
当てられた条件の厳しい入植者ということもあり、自助努力による開発に向けた意識を強く有してい
た。プロジェクト活動と農民の開発に向けた意向のマッチングには、時間を割いて見極める作業を行
う必要がある。一方で、事業活動に伴う初期投資の農民負担を依頼しており、合意形成のプロセスの
あり方が、相手国側のオーナーシップの醸成を促進する。

3－8 フォローアップ状況

本プロジェクトの成果を、他地域に対しても普及させるために、ベトナム側から日本側に対して新た
な要請が上がってきている。今後要請内容と適性を詳細に検討することになる。


